
支払等の許可申請手続の概要 

 

 

１．支払等の許可申請 

 

  手 続 名：支払等の許可申請 

  手続概要：⑴ 外国為替令（昭和５５年政令第２６０号）第６条第２項の規定に

基づくもの 

         外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号。以下「外

為法」という。）第１６条の規定に基づき、許可を受ける義務が課さ

れた支払又は支払の受領（以下「支払等」という。）について、財務

大臣の許可を取得するための申請手続です。現在、許可義務が課さ

れている支払等については、以下のとおりです。 

        ① 外為法第１６条第１項の規定に基づくもの 

平成１０年３月大蔵省告示第９７号「外国為替及び外国貿易法

第十六条第一項又は第三項の規定に基づく財務大臣の許可を受け

なければならない支払等を指定する件」をご参照ください。 

https://www.mof.go.jp/about_mof/act/kokuji_tsuutatsu/kokuji/KO-
20221110-097.pdf 

        ② 外為法第１６条第３項の規定に基づくもの 

         イ 外国為替に関する省令（昭和５５年大蔵省令第４４号）第２

１条に定める事業を行う外国の組合その他の団体に対し事業

活動資金を支払おうとする場合。 

          ※ 外国為替に関する省令第２１条に定める事業 

            「漁業」、「皮革又は皮革製品の製造業」、「武器の製造業」、

「武器製造関連設備の製造業」、「麻薬等の製造業」 

ロ 他の居住者又は非居住者と共同で設立した組合その他の団体

に対しロシア連邦における事業活動資金を支払おうとする場合。 

ハ ロシア連邦に住所若しくは居所を有する自然人又はロシア連

邦の法令に基づいて設立された法人その他の団体等と共同して

設立した組合その他の団体に対し外国における事業活動資金を

支払おうとする場合。 

       ⑵ 外国為替令第６条の２第４項の規定に基づくもの 

         外為法令の規定に基づき、支払等の制限として許可義務を課され

た者がその指定された支払等をしようとするときに財務大臣の許

可を取得するための申請手続です。なお、支払等の制限として許可

義務が課されるときは、事前に財務大臣が該当者に対しその旨通知

等をすることとなります。 

  手続根拠：外国為替令第６条第２項又は第６条の２第４項 

  手続対象者：当該支払等をしようとする者 

  提出時期：当該支払等をしようとする日前。なお、財務省における審査期間が 

       必要なため、当該支払等をしようとする日の直前の申請は避けるよう

にして下さい。 



  手 数 料：手数料は必要ありません。 

  相談窓口：財務省国際局調査課外国為替室外国為替係（代表 03-3581-4111）又は

日本銀行国際局国際収支課外為法手続グループ(03-3277-2107) 

  審査基準：許可制発動の要因となった国際約束の内容等から判断されることと 

       なります。 

  不服申立方法：行政不服審査法に従った方法 

 

 

２．支払等の許可内容の変更申請 

 

  手 続 名：支払等の許可内容の変更申請 

  手続概要：外国為替令第６条第２項又は第６条の２第４項の規定に基づき許可 

       を受けた支払等の内容を変更しようとする場合の申請手続です。 

  手続根拠：外国為替に関する省令第１５条第１項又は第２項 

  手続対象者：外国為替令第６条第２項又は第６条の２第４項の規定に基づき財務 

       大臣の許可を受けている者 

  提出時期：内容の変更を行う日前。なお、財務省における審査期間が必要なた 

       め、当該内容の変更を行う日の直前の申請は避けるようにして下さい。 

  手 数 料：手数料は必要ありません。 

  相談窓口：財務省国際局調査課外国為替室（代表 03-3581-4111）又は日本銀行国

際局国際収支課外為法手続グループ(03-3277-2107) 

  審査基準：許可制発動の要因となった国際約束の内容等から判断されることと 

       なります。 

  不服申立方法：行政不服審査法に従った方法 

 

 

３．上記１．及び２．の手続に関する情報 

 

  提出方法：許可申請書又は変更許可申請書３通を作成し、下記の提出先に郵送 

       して下さい。 

  申請書様式：外国為替に関する省令別紙様式第２又は第１５ 

  添付書類：理由欄等において詳細を説明する必要がある場合には、別紙として 

       理由書又は説明書等を添付して下さい。なお、許可内容の変更申請を

行う場合には、原許可証を添付して下さい。 

  提 出 先：〒103-8660 

       東京都中央区日本橋本石町 2-1-1 

日本銀行国際局国際収支課外為法手続グループ 

  受付時間：午前９時から午後３時まで【月～金曜日（祝日及び１２月３１日か 

       ら１月３日までを除く。）】 

 

 


